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３．ソーシャルビジネスの事例について 
 
３．１ 経済産業省関連のソーシャルビジネスの事例について 
昨年度の報告書に述べているとおり、ソーシャルビジネスについては各省庁及び地方自

治体が取組んできているが、中でも経済産業省がその普及拡大に力を注いできている。こ

のような事情から、ここでは経済産業省に関連するソーシャルビジネスについて述べる。 
 
（１）ソーシャルビジネスの担い手について 
ソーシャルビジネスとは、社会的課題を解決するためにビジネス手法を用いて取り組む

ものであり、次のⅰ～ⅲの要件を満たすこととしている。 

(ⅰ）社会性：社会的課題に取組むことを事業活動のミッションとすること。 

(ⅱ) 事業性：（ⅰ）のミッションをビジネスの形に表し、継続的に事業活動を進めて

いくこと。 

（ⅲ）革新性：新たな社会的商品・サービスの開発や、それを提供するための仕組みの

開発・活用を行うこと。また、その活動が社会に広がることを通して、

新たな社会的価値を創出すること。 

 
ソーシャルビジネスの主要な担い手は下記の組織であると言われている。（下図参照） 
   ・事業型 NPO 法人 
   ・社会志向型企業（株式会社、有限会社） 
従って、建設系の NPO 法人の内、事業型 NPO 法人はソーシャルビジネスの担い手とい

うことができる。また、現在は慈善型でも将来事業型に転換すれば、その時点でソーシャ

ルビジネスの担い手ということができる。 
 

          
図 1-3-1 ソーシャルビジネスの担い手 

 
なお、従来から地域の社会的課題を解決しようとするものとしてコミュニティビジネス
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がある。このコミュニティビジネスとソーシャルビジネスとの関係については、下図に示

すようなものと考えられている。従って、この報告書では両者を含めて取り扱っている。

例えば事例の収集に当っては、コミュニティビジネスと称している事業も調査の対象にし

ている。 

 

       
       図 1-3-2 コミュニティビジネスとソーシャルビジネスとの関係 

 
（２）ソーシャルビジネス事業者の現状について 
経済産業省が発行した「ソーシャルビジネス研究会報告書」（平成 20 年 4 月）によれば

ソーシャルビジネス事業者の現状に関する内容は下記のとおりである。 
 
１）事業分野 

     
          図 1-3-3 ソーシャルビジネスの事業分野 
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上図に示すとおりであるが、土木に関係が有りそうな「地域活性化・まちづくり」が約

60％、「環境（保護・保全）」が約 20％となっている。 
 
２）組織形態 

NPO 法人が約 50％と最も多く、次いで営利法人（株式会社、有限会社）が約 20％と多

くなっている。これらのデータからソーシャルビジネスの主要な担い手が事業型 NPO 法人

及び社会志向型企業（株式会社、有限会社）であることが分かる。 

      
図 1-3-4 ソーシャルビジネスの組織形態 

 
３）事業全体の売上高 
無回答を除いた比率は、「最新決算期」で 1～5 千万円未満が最多で約 36％となっており、

500 万円～1 億円未満が約 60％と大部分を占めている。また 1 億円以上が約 17％になって

いる。事業者数で見ると、上記は各々125、211、61 事業者となっている。 

    

図 1-3-5 事業全体の売上高 

 
 

1 億円未満の事業者の平均売上高を推計すると下記のとおりである。 
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  売上高        事業者数  合計売上高（万円） 
5 百万円未満       77     19,000 
5 百万円～1 千万円未満   44      33,000 
1～5 千万円未満      125       375,000 
5 千万円～1 億円未満     42      315,000 
合計                    288     742,000（平均 2,600 万円） 

 
４）従業者数 
「現在の従業者数」は、約 50％が 9 人以下であり、約 70％が 19 人以下である。 

 

    
図 1-3-6 従業者数 

 
また、30 人未満の事業者の人数を推計すると下記のとおりである。 
  従業者数（人） 事業者数 合計人数（人） 

1～ 4     113     280（図は 0～4 人） 
5～ 9     112      780 

10～19     110    1,600 
20～29      51    1,250 

合計     386     3,910（平均 10 人） 
 
また下図によれば、高齢者の割合は 50 歳以上が約 35％（内 60 歳以上が約 15％）となっ

ている。 

   

図 1-3-7 従業者の平均年齢 
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 なお「ソーシャルビジネス研究会報告書」によれば、全国のソーシャルビジネス事業者

は 8,000 事業者、雇用規模は 3.2 万人と推計している。 
 
５）実施事業の収益状況 
無回答を除くと、約 70％が概ね収支がバランスしているか、又は利益を出している。ま

た売上高が大きくなるほど、収益状況の良い事業者の割合が高くなっていることが分かる。 

    

            図 1-3-8 実施事業の収益状況 

 

   

図 1-3-9 実施事業の収益状況と最新決算期の売上高との関係 

 
（３）ソーシャルビジネス事業者の事例 
経済産業省関連の組織が紹介しているソーシャルビジネス事業者の事例について調査し

た結果を以下に示す。 
 

１）事例収集の方法及び収集件数 
経済産業局が置かれている地域にはソーシャルビジネスの推進協議会が組織されており、

これが所謂、中間支援組織として機能している。従って、経済産業局及び推進協議会のホ

ームページを検索すると、ソーシャルビジネス事業者の情報を得ることができる。このよ

うにして得られたソーシャルビジネス事業者の件数を表 1-3-1 に示すが、約 300 件の事例

を収集することができた。「ソーシャルビジネス研究会報告書」によれば、経済産業省が実

施した事業者アンケートの有効回答数が 473 団体であったと報告されている。これと比較

して考えると、今回の収集件数は概ね十分な件数であると思われる。 
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２）ソーシャルビジネス事業者の事例 
具体的な事業者の事例の一部を表 1-3-2 に示す。これは平成 21 年に経済産業省がソーシ

ャルビジネスの成功モデルとして「ソーシャルビジネス 55 選」に選定した事業者の一覧で

ある。 
この 55 団体の活動分野を大きく分類すると以下のとおりである。 
①街づくり・観光・農業体験等の分野で地域活性化のための人づくり・仕組みづくりに

取組むもの 
②子育て支援・高齢者対策等の地域住民の抱える課題に取組むもの 
③環境・健康・就労等の分野で社会の仕組みづくりに貢献するもの 
④企業家育成、創業・経営の支援に取組むもの 

 
３）事業内容の事例 
ソーシャルビジネスの事業分野については図 1-3-1 に示すとおりである。これらの中で、

成熟したシビルエンジニアの技術力を活かせる分野として「地域活性化・まちづくり」及

び「環境（保護・保全）」が考えられる。従って、これらに分類されている事業者を対象と

してその事業内容を調査した結果を表 1-3-3 に示す。 
調査結果を見ると、ソーシャルビジネス事業者の事業内容は多種多様であるが、食品や

工芸品などの販売が多いようである。 
 「ソーシャルビジネス 55 選」では選定された事業者の中の 13 事業者について、写真及

び活動内容の紹介をしているが、その中の街づくりに関連したものを 22 ページに示す。（出

典：「ソーシャルビジネス 55 選」経済産業省） 
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表 1-3-1 ソーシャルビジネス事業者の調査件数 

番

号 
発行機関 報告書等の名称 

事例

数 

1 経済産業省 ソーシャルビジネス 55 選 55 

2 
北海道経済産業局 

北海道ＣＢ／ＳＢ協議会 
北海道のＣＢ／ＳＢ 平成 21 年 10 

3 同上 北海道のＣＢ／ＳＢ 平成 22 年 10 

4 東北ＳＢ推進協議会 ＳＢ／ＣＢ事例紹介 3 

5 福島県ＳＢ推進協議会 事業者紹介 4 

6 関東経済産業局 コミュニティビジネス（事例集 2004 年） 21 

7 同上 ＣＢ事例集 2006 25 

8 同上 ＣＢ事例集 2008 19 

9 東海・北陸ＣＢ推進協議会 ＣＢ現場見学先 4 

10 
近畿経済産業局 

近畿ＳＢネットワーキング 

ＳＢネットワーキング報告書 平成 20

年度 
12 

11 中国地域ＣＢ／ＳＢ推進協議会 ＳＢ中国地域事例集 50 

12 四国地域ＣＢ推進協議会 四国のＣＢのご紹介 15 

13 九州経済産業局 ＣＢ活動事例紹介（九州以外を含む） 40 

14 九州ＳＢ促進協議会 ＳＢ、ＣＢ事業者 15 

15 沖縄総合事務局 経済産業部 ＳＢ事例集 22 

16 しまんちゅビジネス協議会 県内の事例の一覧 1 

    合計（重複については未調整） 306 
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表 1-3-2 ソーシャルビジネス事業者の事例 

 
（注）出典：「ソーシャルビジネス 55 選」（経済産業省 平成 21 年 2 月） 
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表 1-3-3 ソーシャルビジネス事業者の事業内容の事例 

番

号 
地域 組織形態 名称 

事業

分野
事業内容 

1 岩手県 任意団体 あやおり夢を咲かせる女性の会 1 工芸品等販売 

2 宮城県 NPO 不忘アザレア 1 スキー場経営 

3 福島県 NPO ザ・ピープル 1 古着リサイクル 

4 茨城県 NPO くらし協同館なかよし 1 喫茶サロン運営 

5 埼玉県 NPO 市民シアター・エフ 1 映画館運営 

6 千葉県 NPO TRYWARP 1 パソコン教室 

7 千葉県 株式会社 フューチャリンクネットワーク 1 ＨＰ運営 

8 東京都 株式会社 アモールトーワ 1 店舗経営他 

9 東京都 有限会社 アンカーコム 1 商店街ＨＰ運営 

10 神奈川県 株式会社 イータウン 1 ＨＰ運営 

11 石川県 株式会社 御祓川 1 食品販売他 

12 山梨県 NPO えがおつなげて 1 農産物販売他 

13 愛知県 株式会社 エフエム岡崎 1 ラジオ放送 

14 三重県 NPO Ｍブリッジ 1 空き店舗活用 

15 和歌山県 株式会社 秋津野  （注）農業法人 1 食品販売 

16 島根県 株式会社 吉田ふるさと村 1 食品販売 

17 福岡県 NPO えふネット福岡 1 放送局経営 

18 群馬県 NPO 環境ネット２１ 3 食品販売 

19 埼玉県 NPO 環境の未来を考える会 3 生ゴミ処理 

20 千葉県 NPO せっけんの街 3 石鹸販売 

21 東京都 株式会社 アバンティ 3 綿製品販売 

22 山梨県 NPO スペースふう 3 食器レンタル 

23 福岡県 NPO 循環生活研究所 3 生ゴミ処理 

24 福岡県 NPO 里山を考える会 3 里山保全管理指導 

（注）事業分野の番号は以下のとおりである。（ソーシャルビジネス 55 選の分類法に依る） 
１： 地域活性化・まちづくり 
３： 環境（保護・保全） 
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